
意見

・環境アセスメントを行い、計画変更が可能な段階に代替案で計画の最適化を行うべき

・影響が大きい事業である。事業者に真摯な対応、あるべき姿を根気強く説明して、対応を求めていくべき

市としても本事業は環境に影響があるものと認識。市民の申出を考慮の上計画を検討し、可能な限り早期の情報開示を行うよう要求

⇒継続審議

・調査委員も委嘱して活用を

有識者を調査委員として活用する方法を検討⇒環境基本条例協議や審議会などで活用を検討

・情報を出せない具体的な理由は説明を事業者に求める必要があるのでは

開発段階では未定である情報が多い。今後計画が進行するにつれ判明する情報については開示を要請し、出来ないなら理由も確認

⇒継続審議

・日野市は環境の関心や意識も高い。だからこそのコミュニケーションをとってもらい、可能な限り以上の表現検討を

基本的には対応する前提の表現。法規制がない状況ではあるが、要請を最大限に表していく⇒まちづくり条例事前協議回答に反映

・事業者と協議した内容は合意書として担保していくべき。協議の中身とその実効性が重要

まちづくり条例は第71条に基づき、開発事業に関する協定を締結。環境基本条例の協議についても、同様に進めていく

⇒継続対応

第1回環境審議会の議論
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意見

・排熱利用を検討するべきでは

他事例で排熱利用が実現していることは認識。市民の申出を考慮の上計画を検討するよう要請

⇒継続審議

・日本には排熱の基準がない。日野市議会からも国や都に意見書を出していただきたい

・最新の冷却方式を採用するように要請できるのであれば、そういうことを書くのが良いのでは

利用が実現していることは認識。市民の申出を考慮の上計画を検討するよう要請

⇒継続審議

・最高２５ｍとまちづくり部長が答弁の件について

現行のまちづくり条例では、共同住宅、寄宿舎、下宿その他これらに類する用途に供する建築物が対象。工業地域は高さ制限がない

⇒景観（高さなど）について配慮を要請

・騒音などの基準の表現について分かりやすい表現を

いただいた意見を基に、工夫出来ないか検討⇒まちづくり条例事前協議回答に反映

・公害について、市民からの声にしっかりと対応を

いただいた意見を基に、工夫出来ないか検討⇒まちづくり条例事前協議回答に反映

第1回環境審議会の議論
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各条例の協議フロー
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開発事業申請書の提出
※その後第71条にて、協定の締結

調整会の開催

開発事業事前協議申請書提出

各課と事前協議による指導

日野市まちづくり条例

調整会報告書の提出、指導書の交付

意見書⇒見解書⇒調整会開催要請

環境配慮の方針作成

環境に配慮した事項を記載した報告書

環境基本条例協議

環境に及ぼす影響及びそれに対する
配慮の方策を示す書類を提出

環境への配慮について要請

環境審議会
※下記の要請をする場合

追加で環境への配慮を
要請する判断

日野市環境基本条例

R7.2.17

環境審議会

R7.6.30
R7.7.7

環境審議会

これまで

これから



環境基本条例第22条
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(勧告及び公表)
第22条 市長は、開発事業者等が前条の規定による要請の全部又は一部を受け入れないときは、当該要請を
受け入れるよう勧告することができる。

2 市長は、開発事業者等が前項の規定による勧告に従わない場合において、必要があると認めるときは、当該
要請及び勧告についてこの者に意見を述べる機会を与える等の手続を経た上でその内容を公表することができる。

3 開発事業等に係る環境への配慮について必要な事項は、規則で定める。

大規模
事業者 日野市

要請内容についての協議

要請内容の全部
または一部について
従わないとき

要要請を受け入れるように勧告

勧告に従わず事業
を進めようとする場合

意見を述べる機会を
与える等の手続き

§22－１

§22－１

§22－２

勧告に従わない
旨を公表

必要に応じて

§22－２

§22－２

環境基本条例



今後のスケジュール案
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イメージ図

時期 令和８年春 令和９年春 令和１３年２月

事業者の手続き 開発計画 設計 脱炭素化方針 方策 確認申請 建設工事 竣工

事業者

環境審議会

（日野市）

環境基本条例の手続き 協議 協議終了 方策 要請
（勧告）

※5

（公表）

※6

※1　環境基本条例第21条2項

市長は、前項の規定による協議終了後、開発事業者等に対し当該開発事業等を実施することによる環境に及ぼす影響及びそれに対する配慮の方策を示す書類を提出するよう要請するものとする。

※2　環境基本条例第21条3項

市長は、前項の書類の提出があったときは、開発事業者等に対し、当該開発事業等を実施することによる環境に及ぼす影響及びそれに対する配慮の方策について当該開発事業等に関係する市民等に対する周知を行い、

これらの者の当該開発事業等についての意見を聴き、その内容等を報告するよう要請するものとする。

※3　環境基本条例第21条4項

市長は、前項の規定による報告があったときは、環境の保全等の見地から、開発事業者等に対し、当該開発事業等の実施に係る環境への配慮について要請することができる。

※4　環境基本条例第21条5項

市長は、前項の規定による要請をするに当たっては、あらかじめ日野市環境審議会の意見を聴かなければならない。

※5　環境基本条例第22条1項

市長は、開発事業者等が前条の規定による要請の全部又は一部を受け入れないときは、当該要請を受け入れるよう勧告することができる。

※6　環境基本条例第22条2項

市長は、開発事業者等が前項の規定による勧告に従わない場合において、必要があると認めるときは、当該要請及び勧告についてこの者に意見を述べる機会を与える等の手続を経た上でその内容を公表することができる。

環境審議会継続環境審議会 環境審議会

協議経過

報告

提案 意見

提出※1

要請※3

調査委員の活用検討

周辺市民の意見※2

環境審議会

※5
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